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成 20年度の諸手当の届出及び認定事務処理にあたつての留意事項

高知県教育委員会教育政策課

1 担当課

平成 20年 4月 1日 付け県教育委員会事務局の組 |1改正により、小中学校等の臨時職

教育政策課から小虫皇饉誰に移ることとなりました。

ただ し、臨時職員の扶養手当の認定事務及型逓嵯曇 住居手当の認定済み書類の受付は、

従前通 り教育政策課で行ないますので、

諸手当関係の基本的な問合せは教育政策課が窓口となりますが、臨時職員についての

給与システムヘの入力は小中学校課で行ないますので、臨時職員の給与支給については

小中学校課が担当とな ります。

2 年度 当初の事務処理 日程等

年度当初の諸手当の届出等の提出期限は、教育政策課へ 4月 25日 (金 )ま でとしま

す。各市町村 (学校組合)教育委員会経由で提出してください。 4月 25日 までに教育

政策課で受付 したものについては、基本的に 5月 分給与に反映できるように事務処理を

行います。

ただ し、不備等により修正を必要 とするものや審査に時間を要するもの等、5月 分で

支給することができない場合 もありますのでご了承 ください。

また、期限にかかわらず、書類が整つたものから順次提出をしてくださいます ようお

願い します。

3 届出書の作成及び記載内容の確認等に関す る共通事項

(1)事実発生年月日

手当の支給始期・終期に関係するので、必ず記入 されていること。
(2)職員番号

システムで個人を識別する際に必要な情報であり、間違いのないように記載されて
いること。

※様式に職員番号欄が設けられていないものについては、余 自等を活用 して記載させ
ること。 (臨時教職員についても同様です。)

(3)提出年月日

職員から届出された 日が記入 されているか。記載のない届が見受けられるが、抜か
りのないよう記載すること。

(4)届 出の理由

必要なものについては、レ印を付け、又は oで 囲むなど様式に応 じて必ず記載 さ
れていること。

(5)申 請者印

届には必ず必要であるので、押自1さ れていることを確認すること。 (特 に扶養手当)

(6)所属長認印

所属長の私印であること.



(7)受付印

書類の内容を確認のうえ、不備がなければ押印すること。(記載内容の不備や添付書
類の不足等がある場合は、修正等がされ,た後の再Ft出 の日で押印すること。)

4 通勤手当

(1)平成 20年度からの変更点

通勤手当の認定権限が県から市町村に移譲 されましたので、学校で認定事務を行い
ます。条例 規則等の規定に沿つて認定事務を行ってください。

学校長の決裁を受け、通勤手当決定 (改定)書 (第 2号様式)に決裁 日、職 氏名
を記入 し、公印を押印 したものを、職員に交付 します。

給与システムヘの入力は教育政策課で行ないますので、認定済みの通勤手当決定
(改定)書 (第 2号様式)の写 と            を市町村 (学校組合)教

育委員会経由で提出してください.

※「平成 20年 4月 からの通勤手当の認定事務についてく実務マニュアル >」 (以 下
「通動手当く実務マニュアル >」 とい う。)の事務処理フロー等を参考にしてくださ

い 。

(2)届 出書の作成及び内容審査にあたっての留意事項

届出をしようとする職員に対 しては、「通●ll手 当く実務マニュアル >」 中の記載例や
チェックシー トを届出書 (交通用具利用者については、通勤距離測定表を添えて)と 一

緒に手渡 し、届出する際の参考とさせること。

また、届出書の審査に当たっては、下記 (3)～ (6)の 事項に留意するとともに、認定
事務の手引き及び「通勤手当く実務■ニュアル >Jを活用すること。

(3)通勤届のチェック事項等

ア 記載内容

「通勤届記入事項チェックシー ト1及び通勤方法男1の記入例を参考として、必要事

項が抜か りなく正確に記入されているかどうかを確認すること。

イ 交通用具利用者の通勤経路と認定経路

① 届出書に記載する通勤経路等

通勤届には、通勤の実情 (届 出者が通常利用する経路についての通勤距離及び

所要時間)を記入させること。

② 認定上の経路 (一般に

"l用

しうる最短経路 )

通勤手当の認定は、「一般に利用 しうる最短経路Jで行 うものであることから、

認定上の経路は本人が届出書に記載する通常の経路とは必ず しも一致 しない。

届出書を職員に作成 させる際には、道路地図を利用 して、通常の通勤経路を確

認するとともに その経路以外に「一般に利用 しうる最短経路Jと 思われる経路

が無いかどうかを確認 し、最短経路が別にあると判断 した場合には、その経路に

ついても往復の距離を計測させ、順勤距脚 1定表の 「通常の通勤経路以外の最短

経路」欄に記入させること。

計測の結果、最短経路による通|llJ距離が通常の経路の通勤距離よりも短いこと

が確認できた場合は、当該最短経路による通勤距難を基に通勤手当額を決定する

こと.■こ重鬱量ヨエ鍵 に記載二れた通宝の通塾経査の距離、時間′主書豊直 し

はしないこと。)

※「一般に利用 tン うる最短経路Jに ついては 道路の幅員や整備状況などを職員
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に確認するとともに、必要に応 じて道路管理者 (県の土木事務所や市町村の担

当課など)に確認 し、一般に利用 しうる道路かどうかを判断 し́てください。

また、校内に同一地域から通勤する職員がいる場合には、その職員の通勤経路

や認定経路も参考としてください。

③ 通勤経路の略図

通勤経路の略図については、通勤経路を特定するために必要な情報を記入する

こと。

また、通常の通勤経路は朱線で記入 し、通常の通勤経路以外に最短経路がある

場合 儲 定経路)は、当該経路は青線で記入すること.

ウ 添付書類

① 交通用具利用者

交通用具利用者については、「交l● 用具利1用者の通勤距HIt測定表Jを必ず提出させ

ること。 (上記イの② も参照のこと)

② 高速道路利用者

高速道路を利用 しない場合の通勤距離が 4 0km未満であるが、通勤時間が 80
分以上となることをもつて、高速道路の利用に係る通勤届を提出する場合には、

上記①の動距離測定表 とは別に、「高速道路を利用 しない場合の通勤時間測定表」

を添付させること。

(4)高速道路の渭:用 に係る届出書の記載方法等

高速道路を利用 して通勤す る場合の「通勤経路及び方法等」の区間欄等の記入は、

高速道路のインターチェンジ間の距離の測定が困難であるので、次のとお りでよい

ものとする。(そ の他の記載方法は、「通勤手当く実務マニュアル >」 を参照のこと。)

【記入例 (土佐 ICと 南国 IC間の高速道路を利用 して通勤する場合 )】

※インターチェンジ間の距離は、次の表に基づいて記載 してください。
【インターチェンジ間の距離 (公表数値)】

※自家用車の種別 (軽 自動車、普通車等)及 び El c通勤割引の利用の有無と禾1用する場合
の料金は必ず記入 させ ること。

(5)その他の留意事項

ア 所属校以外で勤務する職員等の取扱い

通勤とは、 l■ 居と勤務公署との間のイ1復 をいうものであり、在籍校の異動の有無
にかかわらず、指導主事、研修指導員 教育研究所研究員、補導教員、長期社会体

順 路
通勤方法

のЯl

区 間 距 離 所要

"間

乗車券等

の種類

左櫛の乗車

券等の類
備 考

1□ 自家用車
土佐 lC

住 居から(    経由)学校まで
南国 iC

52 5 1ロ 60分

2□ 〃 土佐 iCか ら(  経由)南 国 iCま で 27 0 b■ 20分
ETC通 勤

割弓|

450円 普通車

区   間 日三日筐 区   間 距離 区   間 距離 区  間  1距 離

高知 ～ 須崎東 34 2 高知 ～ ■佐 194 高 知 大 豊 28 6 南国 ～須崎東 41 8

南国 ～ ■佐 27 0 南国 ～ 伊野 17 9 南国 大豊 210 伊野 ～須崎東 23 0

伊野 ～ 大豊 38 9 土佐 ～ 大豊 48 つ 土佐 ^´須崎東 148 大豊 ～須崎東 62 8



験研修者、海外 日本人学校 、́の派遣者、県内外留学生及び長期研修生など、勤務公
署等に変更のある者については、屈出又は月例報告の対象 となるので、届出等の処
理に抜か りがないように特に注意が必要であること。

イ 兼職発令を受けた者の取 り扱い

兼務校への通勤回数が月単位でrlE認できる場合には、通勤回数の核分により認定

することとしているので、届出にあたっては、次のことに留意すること。
① 通勤の実情を記載すること。例えば、毎週木曜 日に兼務校へ通勤する場合であ

れば、本務校及び兼務校に係 る通勤距離等の所要の記載とともに、通勤の実情 (毎

週木曜 日に兼務校へ通勤する旨)を付記すること。

② 兼務校での勤務状況が確認できる書類を添付すること。

③ 兼務先への通勤がある場合の認定距離の算出方法

OA校 (自 宅から21 0km)の教諭が兼務発令を受けて、週に 1回 B校 (自 宅か

ら25 5km)で勤務する場合.

(21 0km× 8回 +25 5km× 2回)■ 10回 =21 9km(認定上の距離 )

(6)事実発生日の取扱い

公署を異にして異動 した職員が新公署への勤務を開始すべきこととされている日に

通勤手当の要件を具備 している場合には、異動の発令 日 (4月 1日 )を事実発生 日と

して取 り扱 うt,の であること。 (異動により通■ll手 当の要件を喪失 した場合について

も同様 )

(7)その他の注意事項

通勤手当の支給を受けていた職員が、人事異動により勤務公署が変わった場合には、

必ず通動届の提出が必要であること。

ア 異動後も引き続き通勤手当が支給 されるl14員  瞳 勤経路又は方法の変更Jに
よる届出

イ 異動後は、通勤手当が支給 されなくなる職員 .・「支給要件の喪失」の届出

5 住居手 当

(1)平成 20年度からの変更点

住居手当 (単身赴任手当受給者の留守宅にかかるものを除く)の認定権限が県から

市町村に移譲 されましたので、学 ll tて 認定事務を行います。条例 規11等 の規定に沿

って認定事務を行つてください。

学校長の決裁を受け、住居届 (第 1号様式)下部の認定欄に決裁 日、職 氏名を記

入 し、公印を押印 したものを、職員に交付 します。

給与システムヘの入力は教育政策課で行ないますので、認定済みの住居届 (第 1号

様式)の写を市町村 (学校組合)教育委員会経由で提出 してください。

(単身赴任手当受給者の留守宅にかかる住居手当は、従前通 り、教育政策課で認定事

務を行ないますので 職員からのll出書 (2部 )及び添付書類を提出 してください。)

※「平成 20年 4月 からの住居手当の認定事務についてく実務マニュアル >」 (以下

「住居手当く実務マニュアル >Jと い う。)の事務処理フロー等を参考に して〈ださ

|ヽ 。

(2)届出書の作成及び内容審査にあたっての留意事項

届出をしようとする職員に対 して ,■ 「
.・ 居手当く実務マニュアル>J中 の記載例

やチェックシー トを届出書と一緒に手渡 し、届出を行 う際の参考とさせること。
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また、届出書の審査に当たっては、下記 (3)及 び (4)の 事項に留意 し、認定事務の手

引き及び 「住居手当く実務マニュアル >Jを活用すること。

(3)届 出書の チ ェ ック事項

ア 属出の理由が生 じた年月 日は正 しく記入されているか。

※受給 しようとする場合の年月日は、

借家の場合 :居住、支払、借■の 3要件全てを満た した日.

自宅の場合 :居住、世帯主、所有の 3要件全てを満た した日.

(ただ し、新築、購入又は取得の日から5年を経過 した 1ぅ のについては

手当は支給されない。)

※喪失する場合の年月 日は、各々上記 3要件の一つでも欠 くこととなった 日.

イ 家賃等の月額欄には、家賃のみ記載 されているか。

※共益費、駐車場代などは手当額の算出基礎となる家賃等の月額に含めることは

できない。

これ らが、家賃等の月額に含まれている場合で、契約書や重要事項説明書等で

家賃 と家賃以外の費用それぞれの

の作成 した証明書 (様式は無 し.)を添付 して内訳を確認すること。

ウ 単身赴任手当受給者については、配偶者等が引き続き従前の住居に居住するなど

支給要件を満た している場合は、従前の住居に係る住居手当が支給され′る場合があ

るので留意すること。

工 届出理由が “転居"の場合は、入居 日が通勤届の事実発生年月日の “前 日"又は

“同じ日"と なるものであること.

オ その他、届書の記載すべき欄に必要とする事項が抜か りなく記載 されているか。

(4)添付書類のチェック事項

住居届の届出理由に沿つた添付書類 となっているか。

※届出書の記載内容が、確認できる書類が添付されていることが必要。

6 扶養手 当

(1)扶養親族届のチェック事項

ア 扶養親族等の氏名、続柄、生年月日等が誤 りなく記載されているか。

イ 所得の年額欄は、事実が生 じた日等から1年間の見込み額となっているか。

ウ 届出事実の発生年月 日は、届出の事由と合致 した日となっているか。

例 :出生や就職による場合・・ 出生 日、就職 日

配偶者の育児休業等による扶養替え・  育児休業等の開始 日

離職や雇用保険受給終了の場合・ ・離職 日、受給終了日の翌日 など
工 配偶者の氏名及び勤務先欄に、必要事項が記載 されているか。

(2)添付書類のチェック事項

ア 届出理由等に沿つた書類が添付されているか。

※届出理由及び親族の別による必要 l‐ 付書類については、認定事務の手ヲ1き 等で
確認すること。

※別居の父母等を扶養親族 とする場合は、別居の扶養家族調書を添付のこと。
イ 育児休業等による職員同士の扶養替ぇの場合は、辞令の写 し、復帰時の扶養替え

の確約書 (認 定を中請する職員が1■ 出.指定様式な し.)力:添付 されているか。
(3)その他留意事項



ア 収入を得てし望1配■童宝別邑の父母を基量J理たとしているケースで 颯
(130万ユ)超過による多額の果人事例が発生 しているので、職員は

…

2
勤嵯塑辺壼JL坐2変化に留意の うえ、支給要件が喪失 してい五上菫立壼基2生ずェ上
続 して受給することのないよう随時の確謎力波璽聖Q壁生二とは
※年末調整の際に、「扶養控除等申告書」との整合性を確認 させることが有効 .

イ 次のような場合には、扶養親族届を提出すること.

①  所得、特に恩給や年金による所得の増カロにより扶養親族としての要件を欠くに
至った場合。 (父 母を扶養親族 としている場合で、父母のいずれかの死亡に伴つ
て遺族年金が支給されることとなって、所得限度額を超えることとなるようなケ
ースもあるので注意すること。)

② 扶養手当を支給 されている職員が、配偶者を有するに至った場合又は配偶者を
欠 くに至った場合。 (一人 目の扶養親族の手当額が変わるので、届出が必要.)

③  新たに扶養親族としての要件を具備する (欠 く)に至った者がある場合。
・扶養親族 としての所得要件である「年額 130万円未満Jと は、月あるいは年等

の単位による恒常的な収入のある者について、その収入額により判断する。
なお、年額 とは、暦年又は会計年度単位の所得ではなく、事実の生 した時点か

ら将来に向かっての 1年間の所得をい う。

雇用保険については、日額 3,611円 以上を受給 している場合には扶養親族とし
ての要件を久 くものであること.

給料又は家賃等の月単位の収入については 月額 108,333円以上の収入が引き

は、扶養親族 としての要件を欠 くもの

であること。 (ア ルバイ ト等による1又 入も同様の考え方によるので、別居 して
いる子等についても状況の把握が必要。)

事業所得のある場合の認定事務の考え方については、別紙 1の とお りである。

7 単身赴任手 当

(1)単 身赴II届 のチェック事項について

配偶者 と別居 した事情欄には、異動に伴 う別居の上むを得ない事由 (配偶者が就労
している、所有する自宅を管理する必要、子の養育等)が記載 されているか。

(2)2号紙について

ア 経済的かつ合理的な経路及び方法によるとした場合における、通勤方 f_t等 を記載

しているか。 (こ の場合、自家用車は除かれ るので、記載することのないよう注意す

ること。)

イ 距離の算定は、鉄道、バス会社等に確認 したものを記載 しているか。

ウ 略図はわか りやす く、記載 されているか。

(3)そ の他

ア 単身赴任の事由に沿った添付書類となつているか。

事由男1に よる必要添付書類については ..記事務の手引き等で確認すること。

イ この届は、①公塁2型■L菫立製■動 (l.■ 幽 雄 剛 塵五 萱壷工Lコ上量_在
舷 全 笙塾】墾壼L」ヒ|二£墜遇上口 やむを得ない事情により、コI彊⊥≦上止

申 身[r曇 ることをヽ‐ と御 を�た
・

職員に対
して支給 されるものであること.

ウ 単身赴任手当受給中の職員が、支綸要件■)変更又 I」 支給要件を欠 くに至 った場合



′

は、速やかに届出ること。例えば、満 15歳迄の子のみと同居 して生活 している職

員や配偶者がなく満 18歳迄の子 と同居 している職員は、子が 15歳若 しくは、18歳

に達する日以後の最初の 3月 31日 を迎えた場合には、支給要件を欠くこととな り

届出が必要。)

工 支給要件に該当すれば、配偶者等が居住する住宅について住居手当の支給を受け

られる場合があること。

8 へ き地手当に準ず る手 当

(1)届出について

ア 新たにへき地等学校等に異動 した者及びへき地学校等相互間で異動 した者で、こ

の異動に伴い、へき地等学校等の存する地域の中学校区の範 Fll内 全企 屋遣隆 した

三は速やかに提出すること。

イ 異動に伴って住居を移転 した後、再び住居を移転 した場合 も届出ること。なお、

手当受給者が引き続き他のへき地学校等に異動 となった場合は、職員の住居の移転
の有無に関わらず届出が必要となる。

ウ 移転年月 日は住民票上の人居 日と一致 tン ているか。一致 していない場合にあって

は、中し立て欄に具体的な理由が記載されているか確認すること。

(2)添 付書類について

ア 住民票は添付されているか。

イ 借家契約書等の写 しは添付されているか。

9 児童手 当

(1)児童手当認定等請求書 (届 )について

ア 所得の状況及び扶養親族等数は、市町村が証明す る児童手当用所得証明書に記載
されたものと一致するか。

イ 配偶者の状況欄も技かりなく記載されているか。

ウ 請求・届出事由欄の事由のいずれかにO印が入つているか。 (新規届出の場合は
認定、手当受給中の者で出生等により支給要件児童が増えたことによる場合にあっ
ては、増笙菫定となる。)

工 支給要件児童には 18歳に達する日以後の最初の 3月 31日 までの間にある者全
てが記載されているか,

オ その他、届けの記載すべき欄に必要とする事項が抜か りなく記載 されているか。
(同居 .別居の別、住所、監護の有無、生計関係欄の記載漏れが多 く見受けられる

ため、注意すること。)

(2)添付書類について

ア 世帯全員の住民票が添付 され′ているか。
イ 児童手当用の所得証明書が添付されているか。

10 多 学 年 学 級 担 当 手 当 に つ い て

要件に合致 している場合は実績に基づい て月例報告を行 うこと。(5月 分月例報告から
入力 してください。)

11 異 動 に よ り県 費 負 担 教 職 員 と な つた 者 の 諸 手 当 に つ い て



国立大学法人又は他の地方 //t共 団体等の職員か ら引き続 き県費負担教職員 (以 下
「本 県 の職員 」 とい う。 )と な った者 に あ って は、諸 手 当の届 出が必要 で あ

るので留意す る こと。

また、扶養 親族届 の提 出 に あた つては、本 県の職 員 とな る直前 の国 立大 学

法 人 又 は他 の 地方公 共団 体 等 にお け る扶 養親 族 簿 の 写 しに原 本証 明 を受 け

た もの を もつて添付書類 に代 え るこ とがで き る。

12 臨 時 教 職 員 の 諸 手 当 に つ い て

臨時教職員の諸手当の届出及び添付書類については、正職 員に準 じて取扱 うものとす

る _

ただ し、退職・採用によ り当該年度内で扶養手当及び住居手当を再び届け出る

場合は、当該年度に認定 され た前回の状況 と届出内容及び認定に必要な添付書類

の記載事項が同 じである場合は、添付書類 の一部を当該年度の前回認定書の写 し

に代 えることができるもの とす る。

添付書類の一部を、当該年度の前回認定書の写 しに代える場合は、当該年度の前回認

定書の写 しの余自に
'前

回認定時 と扶養

`又

は居住)状況の変更がない」旨及び氏名を

記載 し、押印すること。

(※担当i.Rに ついては 1に記載 したとお りですので、注意 してくださいo)

13そ の 他

通勤手当、住居手当、扶養手当、単身赴任手当及び児童手当についての「諸手当認定

事務の手引」は給与のホームページにありますので、参照 してください。

(工

"ユ
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また、通勤手当及び住居手当認定事務研修会で出された主な質問事項に対する回答を

別添のとおり整理しましたので、併せて参考としてください。



別紙 1

事業所得等のある者の扶養親族の認定について

職員の給与の文給等に関する規則 (昭 Tp31年人事委員会規則第 3号)第 4条第 3項第

2号において、 「その者の勤務所得、資産所得、事業所得等の合計額が年額130万 円程

度以上である者Jは、扶養親族 とすることができないとざれていますが、この所得につ

いては、課税上の所得の金額の計算に関係なく、扶養親族 として認定 しようとする者の

年間における総収入金額によることとされています。 したがって、その所得の種 目のい

かんに係わ りなく恒常的に得 られる所得全体を指す ものです。

なお、事業所得、不動産所得等の場合で当該所得を得るために人件費、修理費、管理

費等の支出を要するものについては、社会通念上明 ら力ヽ こ当該所得を得 るために必要 と

認められている経費 (税金を除 く。※)に限 り、その実額を控除 した額によるべきもの

としています。このように事業所得等における必要経費 としては、仕入れ品の代価や使

用人に支払われ る賃金などのように事業を行 うに当たつて必要不可欠な直接的経費で

あること、修繕費や水道・光熱費のように事業に必要な家屋、備品等を維持・管理する

ための必要不可欠の経費であることを基本 として、 しかもその実額をもって必要経費 と

することとしてお り、所得税法上の必要経費 とは異なる取扱い となっています。

従つて、必要経費の算出には十分な確認が必要です。

参考 として、学習塾経営の取扱い事例を以下に示 しますので、事務の参考 として くだ

さ い 。

「学習塾の経営」事例

※ 認められる必要経費

①事業を行うに当たって必要不可欠な直接的な経費 (仕入れ品の代価、使用人の賃金)

②事業に必要な家屋、備品等を維持管理するための必要不可欠な経費 (修繕費・水道
光熱費)を基本に、その実費をもつて必要経費とする。

租税公課× 荷造運賃○ 水道光熱費〇 旅費交通費△ 通信費○ 広告宣伝費X
接待交際費× 損害保険料× 修繕費△ 消耗品費△ 減価償却費× 福利厚生費△
給料賃金○ 利子害1引料× 地代家賃〇 研修費△ 会議費△ 図書費△
生徒維持費△ 雑費△

●旅費→営業に関するもの、従業員の研修旅費〇 本人通勤費×

●修繕費→建物・備品の現状回復○ 改装費等資産価値を高めるものX
●消耗品→単年度で消費する鉛筆等〇 器具・備品×

●福利厚生費→従業員の健康診断費〇 レクレーション経費X
●研修費→経営維持に必要なもの○ 単に本人の実力を高めるものX
●会議費→経営維持のため必要なものO
O図書費→教材費 (生徒が代価を負担するものは除く)○
●生徒維持費→経営維持のため必要なものO
●雑費→経営維持のため必要なものO(生徒紹介の謝礼×)

水道光熱費、,3信費 地代家賃は自宅と塾の分離ができるので、塾にかかる部分
に限る



通勤手当及び住居手当認定事務研修会で出された主な質問等

平成20年 3月

教育政策課

0 権限委嬢後の異動の時には、決定書等の書類はどれを前任校で保管し、どれを新任校で保管

すればよいか?

A 異動先に持参するのは従前通り、次の 1と 2の全てです。

1 支給が継続している手当に係るもの

2 支給終了後、5年を経過していない手当に係るもの

0 臨時教職員について、月の初日以外の採用で期間が翌月1日 を超えない場合の届け出は、採

用日を事実発生日として速やかに提出させた後、弓|き 続き翌月1日 を超えて期間の延長が確認

でき次第、認定することになるのか?

A そのとおりです。 (期間延長の可能性がない場合を除く)

0 住居手当の説明の中で、同一年度内で離IISt、 再雇用となる臨時教Eit員 について、添付書類を

省略できる旨の話があつたが、何か一覧表等の分かりやすい資料で示してもらえないか。

A 臨時教職員の住居手当及び扶養手当については、同一年度内で前回認定時と届出の内容及び

認定に必要な添付書類の記載事項が同じであるときは、添付書類を前回認定書の写しに代える

ことができます。

住居手当  (例 )借家を申講 扶養手当  (例 )配偶者を中請

(1)年度内の 1回 目の採用により、届出を行 う場合

・住居届

・賃借契約書の全てのページの写 し
。事実発生 日に係 る家賃の領収書 ()

等の場合は、通帳の名前及び振込′

確認できるページの写し)

(他、事由による必要書類 )

(2)同一年度内にll雇用 (2回 日以降)と な り 届出を行 う場合

・住居届

・同一年度内に認定されている前回認

定書の写 し (「前回認定時 と居住状況

に変更がないJ旨及び氏名 を記載、

押印 したもの)

・事実発生 日に係る家賃の領収書 (振沐

等の場合は 通帳の名前及び振込みが

確認できるベーンの写し)

扶養親族届

同一年度内に認定されている前回認定

書の写 し (「 前回認定時と扶養状況に変

更がないJ旨及び氏名を記載、押印 した

もの)



<通勤手当関係>
Q バス利用区間の通勤距離の確認をどうするか

' 
キルビメーターで良いのか、その都度、職

員に運行距離を営業所に問い合せてもらうのか ?

A キル ビメーター又は運行距離確認のいずれかの方法で可。

0 馬主車場から徒歩により通動している場合で徒歩の通勘距離については、どのように確認する

のか ?

A キルビメーター等での確認で可。

0 最短経路の考え方について、大型車ではとても通れないような道も軽自動車なら通行できる

場合がある。車種によつて最短経路が違つても良いのか?

A 車種についても「通常の大きさの車種」での通勤を基本に判断 してください。

Q 長距離通勤の職員が 4月 1日 付け人事異動により、支給要件を喪失 した場合に4月 給与への

反映が間に合わないため、 5月 に 4月 分が戻入される。そういつた事態を防ぐため以下のよう

な方法は取れないか ?

1 3月の人事異動発表後に支給要件喪失の居を行い、4月 1日 の事実発生日より前に処理

しておく。

2 月例報告により4月 の通勤手当を当月除外する。

A l 届出は事実の発生をもつて行 うものであるため、事実発生日以前の受付は不可.

人事異動に伴 う通勤Falの 認定は新所属で行 うこととなります。

2 月例報告での「当月除外」処理は 月の初めから終りまで通動のない職員について処理

するものであり、主旨と異なる操作は後 々の事務処理が煩雑となる恐れがありますので、

原則、行わないようにしてください。人事異動に伴う戻入については、職員に十分な説明

を行い、新所属へ速や力ヽ こ届出を行 うよう指示 してください。

0 最短経路の事例集については、県教委のお墨付きがあったものとして取り扱つてよいか ?

(例 :12-3 県道の取扱いについて)

A 事例集は参考資料として示したものであり お墨付きというものではありません。

0 「一般に利用 し得る最短経路」以外の「一般には利用しないであろう最短経路Jで通勤して

いる職員の扱いはどうすればよいか ,仮に実際の経路で認定した場合、同じ方向から通勤 して

いる職員間で、認定する経路が異なる事態となり矛盾を生じるのではないか ?
A 届出書には実情の通勤経路 (距離)を記載し 認定は

'一
般に利用しうる最短の経路Jで行うことにな

っていますが、仮に 本人の実情の通勤経路が一般に利用しないような狭い道であって、「一般に利用

しうる最短の経路Jよりも短い場合は その短い距離 (実情の距離)で認定することになります。

Q 臨時職員が交通機関利用 (3箇 月定期が経済的)て認定されていて、期間延長により支給単

位期間の調整が必要な場合は、どのようにすればよいのか。

A 返納を生 じさせないように支給単位潮間を詞1整 して認11し ますので、期間延長により支給単



位期間の調整が必要な場合は、認定をし直すことになります。抜かりのないように注意 してく

ださい。 (本人からの届出は必要ありません。)

通勤手当決定 (改定)書を作成 し、認定済みの写を、通常通り市町村 (学校組合)教育委員

会経由で提出してください。

く住居手当関係>
0 住民票上の世帯主でない職員が、主たる生計維持者として自宅の住居手当の届出を行う場合、

世帯主との間の所得差がどれくらいあればよいのか ?

A 所得証明書で、世帯主及び他の世帯員 (義務教育を受けている者は除く。)の所得を 1円 でも

上回つていることが確認できれば、主たる生計維持者として半llerし て差 し支えありません。


